
特定社会保険労務士 三島 幹雄

東京都社会保険労務士会
高齢分野

東京都介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業

令和6年版 介護事業所向け解説動画

【その①】
介護職員等処遇改善加算制度の概要

（処遇改善加算の一本化と新制度のポイント）



介護職員の処遇改善が必要となる背景①
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向

介護職員の必要数は増え続
けており、不足する人材の確
保が必要です。

○介護関係職種の有効求人倍率は、依然とし
て高い水準にあり、全職業より高い水準で推
移している。

人材確保に向けた採用活動をし
ても、介護関係分野の有効求人倍
率は全職業より高く、介護人材の
処遇改善を通じて就職先としての
魅力を高め、応募者を増やさなけ
ればなりません。

厚生労働省 老健局 介護人材の処遇改善等（介護人材
の確保と介護現場の生産性の向上）より

高齢分野

厚生労働省「第９期介護保険事業計画に基
づく介護職員の必要数について」より

第９期介護保険事業計画に基づく
介護職員の必要数について



介護職員の処遇改善が必要となる背景②

図表は、厚生労働省 老健局 老人保健
課 「介護職員等の処遇改善について≪
令和６年度介護報酬改定における介護
職員処遇改善加算等の一本化等につ
いて≫」より

賃金構造基本統計調査による介護職員の賃金推移

介護職員の賃金は、全
産業平均を６.８万円下
回っており、人材確保の
ためにはさらなる賃金改
善が求められます。

厚生労働省「一本化リー
フレット」より

以上のような背景から、「令和６年度に２.５％、令和７年度に２.０％のベースアップにつながる
よう」にするための処遇改善加算制度の見直しが行われ、令和６年６月から介護職員等処遇改善加算
（以下「新加算」という）制度がスタートしています。
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令和６年５月までは、算定要件や賃金改善の方法等が異なる介護職員処遇改善加算、介護職員等特
定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算の三つの加算（以下、これらを総称するときは
「旧３加算」という）がありましたが、令和６年度介護報酬改定で一本化され、加算率も引き上げら
れています。

新しくなった処遇改善加算

新加算は４段階
新加算は、加算率

が高いものから順に
Ⅰ～Ⅳの４段階です。
新加算Ⅴは、令和

６年度だけの経過措
置で、新加算Ⅰ～Ⅳ
に直ちに移行するこ
とが困難な場合の区
分として設けられて
いますが、令和７年
度は新加算Ⅰ～Ⅳに
移行しないと加算を
受けられなくなりま
す。

厚生労働省「一本化リーフ
レット」より

処遇改善加算の一本化
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経過措置期間（令和６年度中）だけの加算区分である新加算Ⅴ（１～１４）でも加算率は引き上げられています。

新加算の加算率（サービス別・令和６年度中）

厚生労働省「一本化概要・全体説明資料」より 4
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令和６年５月以前の旧３加算は、次のように算定要件や対象職種が異なっており複雑でした。

一本化前の旧3加算
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厚生労働省 老健局 老人保健課 「介護職員等の処遇改善について≪令和６年度介護報酬改定における介護職員処遇改善加算等の一本化等について≫」より



旧３加算の取得状況

厚生労働省 老健局 老人保健課 「介護職員等の処遇改善について≪令和６年度介護報酬改定における介護職員処遇改善加算等の一本化等について≫」より
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加算を取得していない事業所もあり、特に配分条件が厳しく制度が複雑な旧特定処遇改善加算の取
得率が低くなっていました。

高齢分野



旧３加算の課題をふまえた新加算への一本化
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厚生労働省 老健局 「介護人材の処遇改善等（改定の方向性）」より

旧３加算の課題と一本化の基本的考え方

令和６年度介護報酬改定においては、①事業者の賃金改善や申請に係る事務負担を軽減する
観点、②利用者にとって分かりやすい制度とし、利用者負担の理解を得やすくする観点、③事
業所全体として、柔軟な事業運営を可能とする観点から、処遇改善に係る加算の一本化を行う
こととした。 

厚生労働省「介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方 並びに事務処理手順及び様式例の提示について」より



旧３加算と新加算の対応イメージ

旧3加算から新加算への移行
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厚生労働省「一本化概要・
全体説明資料」より

旧３加算から
新加算への移
行イメージ



旧３加算による賃金改善の職種間配分ルールは、加算ごとに異なっていましたが、新加算への一本化
により、職種間配分ルールも統一されています。

加算による賃金改善の職種間配分ルールを統一
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加算による賃金改善の対象職種

新加算（Ⅰ～Ⅴ）による賃金改善の職種間配分ルール
介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に重点的に配分することとしますが、事業所内で柔軟な

配分を認めます。

高齢分野

厚生労働省 老健局 老人保健課 「介護職員等の処遇改善について≪令和６年度介護報酬改定における介護職員処遇改善加算等の一本化等について≫」より

講師補足：新加算への一本化は令和６年６月からですが、４月と５月の旧処遇改善
加算及び旧特定処遇改善加算の職種間配分ルールは緩和されていました。



国は、「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」の中で、次の
５つの視点から、福祉人材確保のために講ずべき措置を示しています。

厚生労働省サイト「福祉人材確保対策」より

国の指針が示す視点
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算定要件の基本となる考え方

①
就職期の若年層から魅力ある仕事として評価・選択されるようにし、さらには従事者の定着の
促進を図るための「労働環境の整備の推進」

②
今後、ますます増大する福祉・介護ニーズに的確に対応し、質の高いサービスを確保する観点
から、従事者の資質の向上を図るための「キャリアアップの仕組みの構築」

③
国民が、福祉・介護サービスの仕事が今後の少子高齢社会を支える働きがいのある仕事である
こと等について理解し、福祉・介護サービス分野への国民の積極的な参入・参画が促進される
ための「福祉・介護サービスの周知・理解」

④
介護福祉士や社会福祉士等の有資格者等を有効に活用するため、潜在的有資格者等の掘り起こ
し等を行うなどの「潜在的有資格者等の参入の促進」

⑤
福祉・介護サービス分野において、新たな人材として期待される、他分野で活躍している人材、
高齢者等の「多様な人材の参入・参画の促進」

まず、介護サービスが「魅力ある仕事として評価・選択される」には、労働環境の整備が欠かせま
せん（①の視点）。介護人材は人数だけ増やせばよいわけではなく、「質の高いサービスを確保」す
る必要がありますので、「従事者の資質の向上を図るための『キャリアアップの仕組みの構築』」が
求められます（②の視点）。

この①と②の視点は、新加算の算定要件につながります。

高齢分野



新加算の算定要件
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月額賃
金改善
要件Ⅰ

月額賃
金改善
要件Ⅰ

キャリ
アパス
要件Ⅰ

キャリ
アパス
要件Ⅱ

キャリ
アパス
要件Ⅲ

キャリ
アパス
要件Ⅳ

キャリ
アパス
要件Ⅴ

職場環境等要件

新加算
Ⅳの
1/2以
上の月
額賃金
改善

旧ベア
加算相
当の
2/3以
上の新
規の月
額賃金
改善

任用要
件・賃
金体系
の整備
等

研修の
実施等

昇給の
仕組み
の整備

改善後
の賃金
要件
（440
万円一
人以
上）

介護福
祉士等
の配置

区分ご
とに１
以上の
取組
（生産
性向上
は２以
上）

区分ご
とに２
以上の
取組
（生産
性向上
は３以
上）

HP掲
載等を
通じた
見える
化

介護職員等処遇改善加算Ⅰ 〇 （〇） 〇 〇 〇 〇 〇 ― 〇 〇

介護職員等処遇改善加算Ⅱ 〇 （〇） 〇 〇 〇 〇 ― ― 〇 〇

介護職員等処遇改善加算Ⅲ 〇 （〇） 〇 〇 〇 ― ― 〇 ― ―

介護職員等処遇改善加算Ⅳ 〇 （〇） 〇 〇 ― ― ― 〇 ― ―

注 月額賃金改善要件Ⅰは令和６年度中は適用を猶予。また、職場環境等要件は令和６年度中は従前の要件・取組とする。 
注 （○）は新加算算定前に旧ベースアップ等加算を未算定だった場合に満たす要件

表は、新加算Ⅰ～Ⅳと算定要件との関係を示したものです。加算率が高い上位区分を受けるためには、
多くの要件を満たす必要があることがわかります。

新加算の算定要件は、キャリアパス要件、月額賃金改善要件、職場環境等要件の三つに大別されます。

新加算Ⅰ～Ⅳと算定要件との関係 ※ 表は講師作成

新加算（Ⅰ～Ⅳ）では、全区分共通で 赤枠 部分の算定要件を満たす必要があります。



キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲは、令和６年度に限り、年度内の対応を誓約することでも要件を満たしたものとされます。
未対応の事業所は、国が示す作成例（動画【その②】で紹介）などを参考に準備を進めてください。

厚生労働省「一本化リーフレット」より

新加算Ⅰ

キャリアパス要件
Ⅰ～Ⅴ

新加算Ⅱ

キャリアパス要件
Ⅰ～Ⅳ

新加算Ⅲ

キャリアパス要件
Ⅰ～Ⅲ

新加算Ⅳ

キャリアパス要件
Ⅰ・Ⅱ

新加算の区分
に応じたキャ
リアパス要件

キャリアパス要
件Ⅰ・Ⅱは新加
算Ⅰ～Ⅳのすべ
てに求められる。

新加算のキャリアパス要件
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月額賃金改善要件は、事業所が受けた加算の一定割合を毎月の給与で払うことを求めるもので、月額賃金改善要
件Ⅰは令和７年度から適用されます。
職場環境等要件は一本化前の旧加算（介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算）にもありましたが、

令和７年度から内容が見直され、求められる取組数も増えました。令和６年度は経過措置期間として、旧加算と同
等の職場環境等要件を満たすことで足ります。

厚生労働省「一本化リーフレット」より

新加算の月額賃金改善要件、職場環境等要件
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新加算はキャリアパス、賃金、研修評価制度の整備が必須となった  

  新加算では、全加算区分(Ⅰ～Ⅳ)でキャリアパス要件Ⅰ・Ⅱを満たさなければなりません。
そのため、未整備の事業所(旧処遇改善加算Ⅲを受けていた事業所）は、キャリアパス、賃金、

研修・評価制度などを早急に整備することが必要です。
キャリアパス要件Ⅰ～Ⅲの経過措置が適用される場合でも、令和７年３月中にはこれらの諸制度

を構築しなければなりません。

経験・技能のある介護職員への月額８万円の賃金改善要件がなくなった  

旧特定処遇改善加算の要件であった経験・技能のある介護職員への月額８万円の賃金改善は算定
要件から外れ、「賃金改善後の賃金額が年額440万以上であること」が新加算のキャリアパス要件
Ⅳになりました。従来“月額８万円”のほうで旧特定処遇改善加算を受けていた事業所が新加算Ⅱ
以上を受けるときは、経験・技能のある介護職員の年収を考えた賃金改善を行う必要があります。
なお、令和６年度中は“月額８万円”の改善でも可とされています。

キャリアパス要件Ⅰ・Ⅲの「就業規則等の明確な根拠規程」の範囲が示された

「就業規則等」が「労働法規上の就業規則」を指すと明確に示されました（労働法規上の就業規
則の作成義務がない10人未満の事業所では、就業規則の代わりに内規等の整備・周知によることで
も差し支えありません）。就業規則（賃金規程等を含む）の整備が必要となります。

職場環境等要件として求められる取組数が大幅に増えた

令和６年度中は旧加算と同等の取組数で足りますが、令和７年度以降は、求められる取組数が大
幅に増えるため、令和６年度中に不足する取組への準備を進めなければなりません。

新加算Ⅴは廃止

新加算Ⅴ（１～１４）を受ける事業所は、令和７年度には新加算Ⅰ～Ⅳに移行しないと、以後は
新加算を受けられなくなります。

新加算の完全施行（令和７年４月移行）を見据えた注意点
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令和７年度分を前倒しした賃金改善も可能

厚生労働省「一本化概要・全体説明資料」より

令和６・７年度の新加算の配分
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東京都委託事業 高齢分野
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